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担当課 財政課町の空き地有効活用事業

駅、学校に近く、市街地にある遊休公共用地に、新たな価値を生み出しながら、魅力ある住宅
地として再開発し、定住促進を図るための利活用計画を作成する。

平成27年度～平成31年度
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具体的な施策
① まとまりのある公共用地の再開発

30年度実績

雇用増出ゾーン進出予定企業(社会福祉法人)による社会福祉施設の建設
移住定住住宅の宅地・緑地・公園ゾーン整備方針の検討
町道及び側溝の整備

31年度実績

移住定住住宅の宅地・緑地・公園ゾーン整備方針の検討

28年度実績

2

27年度実績

29年度実績

基本目標

遊休町有地（約1.9ｈａ）を有効活用するため、定住促進と雇用創出を図る活用計画を作成
し、地元調整を踏まえて活用構想（案）を作成した。
・方針検討調査（一式）　5,616,000円
・地元説明会時お茶（2回） 　5,280円
・企業情報収集（一式）　　987,768円

掲載ページ

雇用増出ゾーン進出予定企業(社会福祉法人)による社会福祉施設の建設

横芝光町へ新しい人の流れをつくる

雇用創出ゾーンへの進出予定企業(社会福祉法人)決定

若い世代に魅力のある住宅地づくり
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 14 町の空き地有効活用事業
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横芝光町まち・ひと・しごと創生会議
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評価会議名称 横芝光町まち・ひと・しごと創生推進本部会議

評価年月日 令和元年8月1日

今後の方針 継続

今後の方針の理由 今後も計画どおり進める

計画変更の必要性 無
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評価会議名称 横芝光町まち・ひと・しごと創生会議

評価年月日 令和元年7月1日

事業の評価 総合戦略のＫＰＩ達成に有効であった

外部有識者からの
意見

空家の更なる利用促進を図るべき
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評価会議名称 横芝光町まち・ひと・しごと創生推進本部会議

評価年月日 平成30年8月1日

今後の方針 改善

今後の方針の理由 意見を踏まえ今後も計画どおり進める

計画変更の必要性 無
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評価会議名称 横芝光町まち・ひと・しごと創生会議

評価年月日 平成30年7月2日

事業の評価 総合戦略のＫＰＩ達成に有効であった

外部有識者からの
意見

町全体の遊休地の有効活用も含め進めるべきである

横芝光町まち・ひと・しごと創生会議

評価年月日 平成29年7月10日

事業の評価 総合戦略のＫＰＩ達成に有効であった

外部有識者からの
意見

特になし
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評価会議名称 横芝光町まち・ひと・しごと創生推進本部会議

評価年月日 平成29年8月16日

今後の方針 事業の継続

今後の方針の理由 今後も計画どおり進める

計画変更の必要性 無

8 ＫＰＩ評価履歴

1

評価会議名称 横芝光町まち・ひと・しごと創生会議

評価年月日 平成28年7月15日

事業の評価 総合戦略のＫＰＩ達成に有効であった

外部有識者からの
意見

企業誘致は町内雇用の発生に結び付ける
事業概要の「ショッピングセンター」を削除する

2

評価会議名称 横芝光町まち・ひと・しごと創生推進本部会議

評価年月日 平成28年8月2日

今後の方針 事業の継続

今後の方針の理由 活用計画により企業誘致と宅地分譲を開始する

計画変更の必要性 無

3

評価会議名称

9 備　考

評価：総合戦略のＫＰＩ達成に有効であった
意見：特になし

横芝光町まち・ひと・しごと創生推進本部会議

今後の方針：終了
　　　　　　事業の内容を見直し、新たな取り組み方法を検討する
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